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Abstract

Torahiko Terada wrote in a short essay written in 1934, "Disaster strikes when you least 

expect it." If you replace the term "disaster" with "risk," you can see that it conveys a certain 

truth. This is because risk preparedness often ends up being only temporary. Typically, 

immediately or for a few years after a major risk is identified, various measures to respond 

to the risk are developed and implemented. The government spends a significant amount of 

money on disaster mitigation, recovery and restoration. The media produces a great deal of 

related information. Researchers publish large quantities of books and articles. However, as 

time goes by, people quietly forget about the event or accident, and care less about the risk 

response measures. The government cuts the budget for the measures. The media broadcast 

once-a-year memorial programs. The researchers shift their interest to the most current 

topics. And the whole pattern is repeated all over again. This article will propose the way to 

continue our interest in and concern about risks by focusing on school education.

はじめに

われわれは常に様々なリスクに囲まれ、ときにそれが現実化したとき危機に直面する。

日本において、過去何度も大地震と大津波に襲われ、20 世紀中に 3 度のインフルエンザ・

パンデミックの災禍に巻き込まれ（1918 年に世界中で猛威を振るった新型インフルエンザ、

通称スペイン風邪は日本では「相撲熱」と呼ばれた）、戦前・戦後には金融機関の取り付け騒

ぎが起こり、戦後には連続企業ビル爆破事件（1974 年）や地下鉄サリン事件（1995 年）のよ

うなテロリズムの恐怖に陥った。

リスクが現実化した直後、関係者たちは各種の対応策を検討し、それらを講じる。政府は復旧・
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復興そして減災などのために多額の予算を投入し、マスメディアは膨大な量の情報を流し、研

究者は大量の書籍・論文を発表する。しかし、時がたてば事件・事故は静かに忘れさられ、対

応策もおざなりになる。予算は削減され、マスメディアは年に一度の追悼番組を組み、研究者

は次の「旬のテーマ」に関心を移す。そのようなことをわれわれは繰り返してきた。

リスクはあくまでも確率として把握されるために現実感に乏しく、大きなリスクは滅多に起

きないために緊迫感が薄いからである。そして、いつ発生するともしれないリスクへの対応策

は（かつての「東海地震」予知を例外として）、政治家には「票」に結びつかず、官僚には「予

算」にも「昇進」にも結びつかない。その結果、過去からの学習が十分に行われない状況が続

いてきた。

このような状況にあって重要なのは、リスク対応への関心をどのように継続させるかである。

1．寺田寅彦の教訓は正しいか？

寺田寅彦は 1934（昭和 9）年に「天災と国防」というエッセイを書いている。そこにはわれ

われが斟酌すべき教訓が少なくとも二つ書かれている。

1．1．「天災は忘れた頃にやってくる」のか？

第一は、「天災は忘れた頃にやってくる」という趣旨のあまりにも有名な警句である。「天災」

を「リスク」と置き換えてもよいだろう。大きなリスクはまれにしか発生せず、それへの身構

えは一過性のものに終わることが多いからである。この警句には「なにかしらの真実」が含ま

れている。われわれは、幸か不幸か、忘れっぽいということである。

だが、リスク分野を横断すれば様相は一変する。ある年、巨大地震は起こらなくとも、巨大

台風は襲ってくるかもしれない。巨大台風からまぬがれても、大雨それに伴う地崩れや洪水が

町を襲撃することがある。大雨が降らなくとも、感染症はたとえ季節性ではあっても猛威を振

るうかもしれず、得体の知れないウイルスによる新型の感染症が海外で発生し、日本に侵入す

る恐れは常にある。このような自然のメカニズムによって生じるリスクが生起しなかったとし

ても、海外での経済危機が日本経済を揺さぶり、人々を不安に陥れるかもしれず、それとはまっ

たく脈絡もなくテロリズムなど治安上の危機が発生するかもしれない。

われわれを襲う可能性のあるリスクは、このように一つ一つの分野では何十年に一度、ある

いは何百年に一度という発生確率の低いものかもしれない。それゆえに「リスクは忘れた頃に

やってくる」という警句には「なにかしらの真実」が含まれている。だが、リスク分野を横断

してみれば、何も起こらなかった年を探す方がむしろ困難なのではないだろうか。

寺田寅彦のこの教訓は、特定の体制を前提にした、すなわち高度に専門化した研究の体制お

よびそれに依拠した報道や学習の体制を前提にしているのであって、常に真というわけではな

いのではないだろうか。寺田の第一の教訓は、このように、距離をおいて眺めるべきものであ

ると考える。
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1．2．「文明の発展はリスクに対する脆弱性を高める」

寺田は「文明が進むほど天災による損害の程度も累進する傾向がある」と言う。常識的に考

えれば、科学技術が発展すれば、地震に強い建物を建てることができるし、大雨にも耐えられ

る土手堤を建設することができる。また、官僚機構が整備されることによって、専門知識に支

えられた対策が立てられ、それらが周到に準備された指揮命令系統を通じて実行される。文明

が進めば、被害は低下しそうに思える。そのような側面も確かにあるが、必ずしもそうではな

いと寺田は主張する。

まず、自然科学によって支えられる自然工学の発展について、次のように述べている。

人類がまだ草
そうまい

昧の時代を脱しなかったころ、頑丈な岩山の洞窟の中に住まっていたとす

れば、たいていの地震や暴風でも平気であったろうし、これらの天変によって破壊さるべ

きなんらの造営物をも持ち合わせなかったのである。もう少し文化が進んで小屋を作るよ

うになっても、テントか掘っ立て小屋のようなものであって見れば、地震にはかえって絶

対安全であり、またたとえ風に飛ばされてしまっても復旧ははなはだ容易である。とにか

くこういう時代には、人間は極端に自然に従順であって、自然に逆らうような大それた企

ては何もしなかったからよかったのである。

ビルを建て、堤防を作る技術を取得し、それを実践に移したからこそ、被害もまた大きくなっ

てきたと言うのであると。たとえば、1918 年に発生したスペイン風邪（新型インフルエンザ）

は世界中を襲ったが、主に船舶と鉄道を通じて拡散したために、全世界に真延々するのに約 7 ヶ

月から 11 ヶ月を要した。しかし、航空機や高速鉄道による移動が可能になった現在、地球の

ある地域で発生した新型インフルエンザが世界中に広がるのは一週間もあれば十分である。こ

のような短期間で移動が可能になれば、本人が感染に気がつかないまま、目的地にウイルスを

運ぶことができるからである。そもそも船舶や鉄道などの移動手段がなければ、スペイン風邪

すらも局所的な現象、ある種の風土病として収まっていたことであろう。

そして、社会科学によって支えられる社会工学の発達もまた、人類をして災害に脆弱にした

と言う。すなわち、

国家あるいは国民と称するものの有機的結合が進化し、その内部機構の分化が著しく進

展して来たために、その有機系のある一部の損害が系全体に対してはなはだしく有害な影

響を及ぼす可能性が多くなり、時には一小部分の傷害が全系統に致命的となりうる恐れが

あるようになったということである。

物理学者であるためか、この方面に関する寺田の記述はやや漠然としているが、言わんとす

ることはよくわかる。
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マックス・ウェーバーが指摘した通り、近代化とは組織化である。その究極の姿が近代官僚

制であり、その最大の特徴は分業と階層化である。一つの組織において、分業によって出来上

がった下位組織間の横の連携は原則的にはなく、階層制を通じた縦の連携を通じて、下位組織

の間の横の連携が間接的に図られる。連携は原則的に文書を介して行われ、その文書は、直接

的な手渡しやメッセンジャーボーイ（ガール）による搬送などから始まって、やがてコンベヤ、

ファックスそして電子メールへの添付による搬送へと「高度化」してきた。そして、搬送手段

の高度化にともなって、新たな障害、すなわち停電、機器の故障、輸送システムのハングアッ

プなどに見舞われる可能性が高まっていく。輸送手段そのものが攻撃対象になって、リスクを

発生させることもある。もちろん複数の組織の間にも連絡があり、連携があり、当然そこには

上記のリスクが発生しうる。組織された巨大なシステムを構成するたった一つの歯車の支障が、

システム全体の機能不戦をもたらす。われわれはそのようなシステムのなかで暮らしているの

である。

寺田は強く意識はしていないが、マスメディアの発達も、一方で迅速で正確な情報を提供す

ることで被害の低減に貢献するであろうが、他方で流言蜚語（無責任で根拠のない噂話）を流

布させることによって混乱を拡大させる可能性がある。ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビスの発達もまた混乱を拡大再生産させる可能性を秘めている。

文明の発達はリスクに対する脆弱性を高めるという寺田の認識を、気象学者田
た ん げ

家康の大胆な

表現を借りて言い直せば、「農耕の開始とともに、人類は農作物や動物だけでなく自分自身を

家畜化してきた」ということになる。「家畜化」とは、「自然の中で一人あるいは家族で生存す

る能力を失い、高度に組織化された社会の中でしか生きていけなくなった」という意味であ

る*1。自然工学そして社会工学によって組織化された社会は、リスクに対してむしろ脆弱なの

である。

寺田寅彦から学ぶべきことは、第一に文明の発達は人類をしてリスクに対して強靱にしてき

たわけではないこと、したがってリスク対応は専門家に任せておけば何とかなるという性質の

ものではないということである。これは一般国民もまた自ら身構える必要があるということで

ある。第二に人類は総じて健忘症であるが、多様なリスク分野を視野に入れれば、記憶を継承

し、関心を継続させることは可能であるということである。これは一般国民もまた自ら身構え

る術を編み出す必要があるということである。

問題はどのようにして
4 4 4 4 4 4 4

記憶を継承し、関心を継続させるかである。だが結論を急ぐ前にリス

ク対応研究の現状について一瞥しておく必要がある。

2．リスク対応研究の現状と課題

日本におけるリスク対応に関する研究状況を見てみると、三つの特徴があるように思われる。

海外においても同様ではないかと推察される。
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2．1．著しい専門分化

第一はそれぞれの分野が高度に専門分化しているために、相互交流はなきに等しいことであ

る。丸山真男の表現を借りれば「タコツボ文化」に染められているということである（ただし、

タコツボ化が日本の特徴であるか否かは別問題である）*2。

高度に専門分化している例を一つ示してきたい。日本ロボット学会の研究大会には毎年数多

くのセッションが立てられており、2015 年度においてはリスク管理のためのロボット開発の

セッションがいくつか設けられていた。倒壊した建物に入って被災者を救出する二足歩行のロ

ボットについてのセッションでは、強靱でしなやかな膝関節をどのようにして作るのか、板バ

ネの組成や構造について、複数の報告がなされた。人型ロボットの膝関節のバネについてだけ

で、複数の報告がなされたのである。これなどはリスク対応研究が高度に専門分化しているこ

とを示すほんの一例にすぎない。

2．2．専門分野の孤立化

そして、それぞれの専門分野はほぼ孤立している。孤立しているとは、地震学者と公衆衛生

学者が組織的に対話することはほとんどなく、金融におけるシステミック・リスクの研究者と

テロリズムの研究者が組織的に意見交換をすることはないという意味である。リスク発生のメ

カニズムを解明し、対応策を講じるためにはそれぞれに高度の専門知識が必要とされるためで

ある。だが、このような状況こそが「災害は忘れた頃にやってくる」という事態を招いてるの

ではないだろうか。関心を共有しさえすれば、われわれは毎年、何らかの深刻なリスクに見舞

われていることがわかるはずだからである。

ただし、交流が皆無というわけではない。分野横断的なリスク管理研究をミッションとして

いる学会として、たとえば日本リスクマネジメント学会がある。同じく 2015 年度の研究大会

においては、防災計画における地区防災の重要性、外国人観光客に対するビザ緩和の効果、健

康政策におけるリスクなど公共政策に直接関わるリスクからワインビジネスにおけるリスクに

いたるまで実に幅広いテーマが採り上げられている。それぞれの分野の専門家が互いに刺激し

合って研究していることは疑いをいれない。リスク対応について、組織的な意見交換を行って

いる例外的な学会というべきである。しかし、それほど大規模な学会ではない。今後ますます

活躍してくれることを期待してやまない。

2．3．自然科学中心

第三はリスク管理研究のほとんどが自然科学者によって行われていることである。2016 年 1

月にリスク管理に関係している学会の連合体が作られた。構成する学会の数は 50 である。し

かし、そのうち社会科学系の学会はわずかに 5 学会であった。残り 45 はすべて自然科学系の

学会である。

たしかに、事前対策、復旧、復興において技術を提供するのは自然科学者である。自然科学

者の活躍なくして、リスク対応は絵に描いた餅になるだろう。
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だが、いかんせん、自然科学者は専門分野に特化してこそ、その威力を発揮できるが、その

反作用として、他分野への過度の謙虚さがあるように思える。自分たちが専門分野で苦労して

いるがゆえに、他分野にうかつに口を挟むべきではないと考えているのかもしれない。

中央省庁においては、多くの省において、法律、経済、行政などの文科系学部を卒業した事

務官が、理科系学部を卒業した技官を部下としている。これには様々な歴史的経緯があるが、

管理という観点から、つまり多様な知識を統合して、バランスのとれた政策を構想するという

観点から、一定の合理性があると考える。

自然科学者の有する専門的知識を、一定のリテラシーを有する社会科学者が統合するという

意識をもっと強めるべきであろう。もっと直裁に言えば、多様なリスクを横断してとらえ、関

心を継続させることができるのでは、自然科学者ではなく社会科学者ではないだろうかという

ことである。

3．記憶継承の担い手？：政治家、公務員そして企業

一つ一つのリスク分野を見れば、たしかに「災害は忘れた頃にやってくる」である。平穏な

日常生活を送るなか、嫌なことは忘れたいという心理が働くだけでなく、病気や事故、あるい

は失業など、より日常的なリスクに人々は晒されており、その対応に追われているからである。

しかし、記憶の継承は学習そのものである。大地震と大津波など、大きなリスクほど、記憶

の継承による学習の効果が大きいリスクはないのかもしれない。そして、大きな災害を目の当

たりにした人々は、たしかに未来に教訓を残す努力をしてきた。東日本大震災を契機に広く知

られるようになった数々の石碑に記された文書はその一つの表れである。たとえば安政南海地

震（1854 年）、現在でいう南海トラフ地震による大津波が大阪市浪速区幸町を襲った記録は、

今も建つ「両川口津浪記」に残されている。この記録は津波の猛威を克明に描き、絶対に船に

乗ってはならないなどの教訓を示し、最後に後世の人々が碑文を読めるように毎年、碑文に墨

を入れるように嘆願している（大渡章、2014、58-63 頁）*3。祈るような気持ちが伝わってくる。

この碑文には、次の一説がある（現代文に改めてある）。

その昔、宝永四年（1707 年）10 月 4 日の大地震の時も、小舟に乗って避難したため津

波で水死した人も多かったと聞いている。長い年月が過ぎ、これを伝え聞く人はほとんど

いなかったため、今また同じように多くの人々が犠牲となってしまった。

しかし、人は忘れる生き物である。「両川口津浪記」の願いは生かされなかった。

それでは記憶継承という重大な任務を誰に託すべきであろうか。検討してみよう。

3．1．政治家

最初に検討すべきは国会議員や地方議会議員など選挙で選ばれる政治家たちである。首相、
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大臣、知事、市町村長など執行部を預かる政治家もこれに加えてよい。

理想論はともかくとして、現実の政治を対象にする政治学では、政治家はすべからく「再選」

を目指して活動しているとの前提に立って分析する。広く政治学といっても流儀は様々であり、

この前提にどこまで強く依拠するかは流儀によって異なる。しかし、この前提を無視した現実

分析を筆者は知らない。

「選挙に落ちればただの人」とは言い古された格言であるが、やはり真実である。むしろ、

代議制民主主義を採用している限り、選挙に落ちた者が強い政治的発言をもつことはそれ自体

不健全である。そして日本においても、連日のようにテレビのニュースや報道番組、あるいは

新聞の紙面を賑わしていた政治家といえども、落選後はほとんどまったくマスメディアに登場

しないという事実は、日本もまた健全な代議制民主主義の国であることを物語っている。

選挙は衆議院では平均して約 2 年に一回、参議院は 6 年に一回ある。したがって、平均的な

国会議員はこの時間感覚で活動する。大規模リスクの発生直後はあれこれ対策を提言するであ

ろうが、国民の関心が薄れてくれば、彼らの関心も薄れる。政治家のリスクへの関心量は、彼

らが選挙で選ばれるという制度設計から、国民の関心量の従属変数であって、独立変数とはな

りにくい。政治家は民意を形成することよりも、民意を伝達することに血道をあげている。

将来、内閣総理大臣を目指すほどの政治家であれば、もう少し長い時間感覚をもっているで

あろう。有力政治家の一人であった河野一郎が建設大臣の時代、1960 年代の前半、首都機能

移転に関心を示したとき、大地震への警戒感が根底にあったのかもしれない。だが、その後、

繰り返し浮上しては消えた首都機能移転論と同様に、河野の構想も立ち消えとなった。有力政

治家といえども、その配下の政治家の関心に無関心ではいられないということであろう。大地

震といういつ起こるともしれない出来事に備えるべきだと訴えたところで、配下の陣笠議員の

「票」には結びつかないからである。

リスクの記憶の継承、そして関心の継続の担い手として政治家を頼るのは賢明な策とは言え

ない。

3．2．公務員

次に検討すべきは公務員である。

公務員の行動様式、その前提となる時間感覚については、政治家のそれよりもパターン化さ

れた前提あるいは仮説がある。

演繹的研究が採用する前提は、まずアンソニー・ダウンズの「各職員は少なくとも部分的に、

自己利益のために行動し、職員のなかにはもっぱら自己利益のためのみに行動する動機をもつ

ものがいる」があげられる*4。ダウンズは、自己利益の具体的な中身を（権力、金銭、威信、便宜、

安定の増大など）列挙することに余念はなかったが、「自己利益のために行動」する公務員の

時間感覚に明示的には言及していないために、それをどのように見ていたかは不明である。し

かし、ダウンズの記述を読めば、多数派は近視眼的に活動すると考えていたと考えられる。そ

して、この立場を継承するウイリアム・ニスカネンの予算極大化モデルを想起すれば*5、演繹
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的研究においては公務員は短期的な利得を追究することに専念すると理解すべきではないだろ

うか。なぜなら、予算極大化という一つの要素で公務員行動を説明しようとするとき、予算極

大化には他の雑多な要素、すなわちダウンズが列挙した様々な自己利益が集約されていると明

言しているからである。

演繹的研究だけに依拠して、公務員の時間感覚は短いと断定するにはいささか無理があるか

もしれないので、帰納的な研究についても触れておく。キャリア官僚を対象にした研究のなか

には彼らの役割意識に焦点をあてたものがある。その系譜に属する筆者の研究において、キャ

リア官僚に対するサーベイ調査に基づいて、筆者は官僚を三つのタイプに分けたことがある。

第一は官僚こそが日本を牽引するという意識をもつ国士型官僚、第二は官僚の役割は政治家と

ともに社会内の利害を調整するものであるとする調整型官僚、第三は官僚とは政治家が決定し

たことを粛々と実行するものであるとする吏員型官僚、以上三つがそれである。そして、終戦

直後から 1960 年代までは国士型官僚が多数を占めたが、次第に調整型官僚が登場し、1980 年

代中頃からは吏員型官僚が加わり、さらに吏員型官僚の比率が高まるという変遷をたどってい

ると指摘した*6。この分析はキャリア官僚の時間感覚を直接とらえようとしているわけではな

いが、かつての国士型官僚が強い責任感から長期的な展望で日本を牽引しようとしたと推測さ

れるのに対して、現在支配的な吏員型官僚は与えられた目の前の仕事の処理に追われた、時間

感覚の短い官僚であると推測することができる。

演繹的研究に戻れば、政治家は「再選」を目指すという前提に対比されるものとして、公務

員、なかでも日本におけるキャリア官僚およびそれに対応する諸外国のエリート官僚について

は、彼らは「昇進」を目指すという前提がある。この前提におかれた官僚の時間感覚はどのよ

うなものであるだろうか。長期的な展望で働いた官僚が高い評価を受けて、昇進するようになっ

ているのだろうか。

これに関する体系的な研究を筆者は知らないが、筆者の見通しは以下のようなものである。

すなわち、キャリアの時間感覚は「1、2、たくさん」である。これはある現役官僚から聞いた

言葉であり、その後、筆者が大勢の（本音を語ってくれていると信じられる）キャリア官僚に

確認し、大部分は肯定してくれた観察である。キャリア官僚は、通常 2 年ごとに人事異動する。

そして、在任中の 2 年間に一定の成果を上げることを目指す。その成果が人事考課に反映され、

次にどのポストに就くかが決められるからである。したがって、3 年先のことは、10 年、30 年、

100 年先のことと同様に、自分には関係のない遠い未来、「たくさん」の世界に属するという

感覚なのである。

これと関連して、高嶋哲夫は、ある現実を踏まえた物語のなかで、首都機能移転を準備する

部署に配属された、その時点では「1、2、たくさん」に発想に染まっていなかったキャリア官

僚をして、配属後に次のように語らせている*7。

上は首都機能移転なんて、はなから考えてはいないってことに気づいた。世論を中心に

そういう風潮だったので、いずれ解散することが分かった上で作った組織だった。国民に
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とっては税金の無駄。私にとっては人生の無駄ってわけだ。

国士型官僚は現実に裏切られたのである。

3．3．企業

東日本大震災を経た日本においてリスク対応は巨大なビジネス・チャンスとなっている。「震

災対策技術展」というイベントがある。年に数回、仙台、東京、横浜、大阪などの大都市で開

催されている。震災という言葉が冠されてはいるが、地震と津浪に限らず、台風、土砂、落雷

など多様なリスクに事前事後に対応する商品が展示されている。また、汎用の防災教育の教材

や非常食なども展示されている。展示されているものの概要は以下の通りである。

地震対策　耐震・制震・免震技術・製品／耐震用配管・継手／地震計・緊急地震速報／災害ト

イレ／非常食／発電機／テント・シェルター／浄水器／通信・情報システム／安否確認システ

ム／家具転倒防止製品／防災グッズ、等

津波対策　シェルター／ハザードマップ／救命ボート／予測システム、等

水害対策　河川水位測定センサー／止水板／ポンプ／洪水対策技術、等

土砂災害対策　土砂・落石探知システム／ GIS ／雨量計／対策技術・工法、等

落雷対策　避雷器／コンピューターバックアップシステム／雷防護製品、等

突風・竜巻対策　気象監視技術／解析システム／警報システム／飛散防止フィルム、等

火山対策　BCP（事業継続計画）／観測システム・機器／風速・風向計／低周波測定器、等

防災教育教材
非常食

門外漢の筆者が驚かされるほど多彩な商品があり、来場者の数も多い。これだけ多くの機材

やシステムがあり、大勢が関心をもっていることを目の当たりにすると「日本は大丈夫」とい

う感覚にもなる。

しかし、上記の防災商品の大口購入者は地方自治体である。財政難に苦しむ地方自治体がい

つまで防災関連に予算を投入し続けることができるかは、一般国民の関心次第である。予算が

削減されれば、利潤を追求する企業は防災関連商品の製造販売を断念せざるをえない。このイ

ベントはいつまで続けられるか、時間の許す限り参加してきた筆者ではあるが、同時に冷めた

目で見ている。

要するに記憶の継承、関心の継続について政治、行政、民間企業に過度の期待をいだくべき

ではないということである。もっと直接的に国民の関心を引きつけ続ける方策を考えるべきで

はないだろう。そこで期待をつなぎうるのは教育である。
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4．担い手の萌芽：国民

日本におけるインテリジェンス研究の第一人者である佐藤優は、近年のテロリズムの続発を

みて、次のように指摘している*8。

テロリズムとは何か。テロとの戦いの重要さを若いうちから社会科や道徳の中で教える

ように取り組まないといけない。対テロの教育が重要になってくる。

もちろん、テロリズムをどのように定義するかは、国際政治学者の中村研一が指摘している

ように、専門家の間でも「難問」であるとされている（中村研一、2007、131 頁）*9。テロリズ

ムは国家以外の主体による行為だけを指すのか、国家による抑圧も含むのか、占領軍に対する

抵抗運動は含まれるのか、暴力的なデモも含まれるのか、暗殺とどこか違うのかなど、類似の

現象との関連がつけにくいためである*10。こどもを対象にした教育に採り入れるためには一定

の定義が必要であるから、決断が必要である。しかし、ここでの佐藤の指摘から学びたいこと

は、第一にテロリズムとの戦いは長期間を要するという認識であり、第二にそのためには教育

が必要であるという政策提言である。

テロリズムとの戦いが長期的である以上に、自然災害や感染症との戦いは長期的である。い

かに文明が発達しようと、人類が地球上に存在している限り続くと考えなければならない。佐

藤の指摘はダイレクトに受け止めるべきである。

しかしながら、ある方策、ここでは教育が必要であるということと、それが可能であるとい

うことは別の話である。必要性と可能性を同値するのはわれわれの悪い癖である。リスク対応

の教育が必要であるとして、その実現可能性はあるのか。せめて萌芽の有無を確認しておく必

要がある。その萌芽は確かにあるというのが筆者の見立ててである。

4．1．大学教育

関西大学が社会安全学部を開設したのは 2010 年 4 月である。日本のおかれた地理的・自然

的条件から、様々な自然災害に襲われる危険が高いこと、「近年、運輸の事故や家電製品事故、

原発事故、食の安全など私たちの暮らしを直接脅かす事件、事故が増加して」いることを背景

に、安全で安心して暮らせる社会を実現することを目指して創設された学部である。

それゆえに、カリキュラムは自然災害マネジメントおよび社会災害マネジメントを柱にリス

ク対応のための科目を広く展開している。卒業生は必ずしもリスク対応に関係する職場（警察、

消防など）に集中しているわけではないが、リスク対応に特化した学部が新設されていること

自体注目すべきことである

4．2．高校教育

兵庫県立舞子高校に環境防災科が開設されたのは 2002 年 4 月である。1995 年 1 月の阪神淡

リスク対応教育・序説（真渕）政策科学 24 － 3, Mar. 2017

－ 302 －



路大震災を受けての開設であり、防災教育を中核に据えた日本最初の学科である。開設に先行

する準備期間には、研究担当教員は関連書籍による学習、大学等の研究機関への訪問、防災会

議や各種セミナーへの参加、行政機関の防災担当部署への相談などを実施、カリキュラムの作

成を行ってきた。2016年現在、専門科目一覧として掲げられているのは、表1に示す通りである。

2013 年度の環境防災科の卒業後の進路は表 2 に示す通りである。半数近くが 4 年制大学に

進学しているが、どのような学部に進学したかは公表されている資料では把握できない。

宮城県立多賀城高校に災害科学科が開設されたのは 2016 年 4 月である。2011 年 3 月 11 日

に発生した東日本大震災によってもたらされた未曾有の被災が背景にあることは言うまでもな

い。設置の目的は、「将来国内外で発生する災害から多くの命とくらしを守ることができる人

材を育成する」ことに加えて、「大震災から学んだ教訓を確実に次世代に伝承する」ことである。

記憶の継承が設置目的に掲げられているのは、注目すべきである。

展開されている科目は、「社会と災害」「自然科学と災害 A」「自然科学と災害 B」「実用統計学」

「科学英語」「倫理と国際社会」「科学技術と災害」「生命倫理」などである。これら災害科学科

のための教科に加えて、普通科との共通科目が 2 つある。すなわち「くらしと安全 A」および「情

報と災害」がそれである。その概要は以下の通りである。

表１：兵庫県立舞子高校環境防災科　専門科目一覧
 学年 必修科目 選択科目

1 年

災害と人間
環境と科学
防災情報Ⅰ

自然環境と防災Ⅰ

2 年

社会環境と防災Ⅰ
環境と科学

自然環境と防災Ⅱ
アクティブ防災Ⅰ

環境防災購読

3 年

卒業研究
人と社会

社会環境と防災Ⅱ
アクティブ防災Ⅱ

防災情報Ⅰ

表２：2013 年度の環境防災科の卒業後の進路  実数（比率％）

進路  4 年制大  短期大学  専修学校  就職 予備校等  その他  合計

男子 9（47.4%） 0（0%） 5 （26.3%） 5（26.3%） 0（0%） 0（0%） 19（100%）

女子 9（47.4%） 1（5.3%） 7（36.8%） 1（5.3%） 0（0%） 1（5.3%） 19（100%）
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「くらしと安全 A」　防災や災害に関する基礎的な知識、技能を学習し、生活に密着した

科学リテラシーを身につけさせる科目

「情報と災害」　災害時に生死を分けた情報の収集・活用・発信を含め、シミュレーション

やモデル化など科学的思考の基礎となる情報の取り扱い方法を身に付けさせる科目

新設直後の学科であるために卒業生はまだいない。

舞子高校および多賀城高校において使われている教材は、すべてそれぞれの高校で作成され

たものであり、しかも紙媒体ではない。タブレットにアップロードされた独自教材である。イ

ンタビューを通じてもその理由は不明であった。近く、授業参観を実施する予定である。

以上、大学の 1 学部、高校の 2 学科を紹介した理由は二つある。第一はリスク対応を教育の

現場で正面から教える環境が（部分的であるにせよ）すでに整っていることを示すことであり、

第二はだがしかしそれは、限られた数の学生を対象としてのであって、「国民教育」とはなっ

ていないことを示すことである。もっと裾野を広げる必要があるのではないだろうか。

その可能性を感じさせる動きは、少なくとも 2 つある。現行の「総合学習」を活用すること、

および高校科目「現代社会」を活用することである。

4．3．「総合教育」の可能性

1980 年度から「ゆとり教育」が開始され、「総合的な学習の時間」がその中核に位置づけら

れた。文部科学省の説明によれば、この時間は次のように位置づけられている。

変化の激しい社会に対応して、自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断

し、よりよく問題を解決する資質や能力を育てることなどをねらいとすることから、思考

力・判断力・表現力等が求められる「知識基盤社会」の時代においてますます重要な役割

を果たすものである。

総合教育に対して、全体としてのゆとり教育を含めて、一定の成果があるとの主張もあ

る*11。評価の仕方は多様であるから、それ自体を論評する意図も準備も筆者にはない。しかし、

大学教員として、100 人以上の生徒にゼミ生として総合教育に対する感想を尋ねてきた経験に

よれば、非常にためになる時間であったという感想を聞いたことはほとんどない。何を学んだ

かという筆者の問いかけに、具体的に答えてくれた学生もほぼ皆無である*12。その成果と効果

には疑問をもっている。

しかし、現実に即した判断力を身につけさせるという目的は評価すべきであろう。問題はそ

のために何をどのように教えるかにある。この関心は、次に述べる高校での公民科目の一つ「現

代社会」の見直しの動きへの関心とつながっている。
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4．4．新教科『公共』

中央教育審議会は 2016 年 6 月に、選挙権年齢の引き下げを踏まえて新教科「公民」を 2022

年度に導入する方針を発表した。法律や経済の仕組み、社会保障の現状などが内容になる。新

教科の導入に伴って、内容の重複する「現代社会」は廃止するとの方針である。

仄聞の限りでは、社会科が暗記科目になりがちな現状を踏まえて、「現代社会」を作ったが、

この科目もまた暗記科目になってしまった。この点を反省して「公共」に作り直すとのことで

ある。暗記科目がなぜ悪いのか筆者には理解しがたいが、その点は最後に触れる。

この動きを受けて、日本学術会議も同年 7 月に「高等学校新設科目『公共』にむけて：政治

学の立場から」と題するシンポジウムを開催した。政治学は「公共」において何を教えるべき

かについて意見交換をしたのである。

新教科「公共」についてはこのようにすでに動き出している。

最後に筆者の提案を述べる。すでに動き出している「公共」に対しては、さらにその後を考

えても決して遅くはない。それも踏まえたうえで、総合学習の内容をリスク対応に特化させる

ことは提案したい。

5．むすびにかえて：提案とその副作用

現在、全国各地で防災運動会が行われている。学校教育の一環として古くから行われてきた

運動会に防災訓練の要素を与えようとするものである。茨木市も例外ではない。これには茨木

市青年会議所とともに、立命館大学政策科学部の豊田祐輔ゼミが共催者として参画している。

リスク対応が「住民教育」として展開されているのである。そして、リスク対応は特定の大学

や高校教育でも正規カリキュラムとして採り入れられていることは前節で見たとおりである。

これらの試みを全国化し、「国民教育」とすることはできないものか。これが筆者の提案である。

5．1．「新しい総合学習」のイメージ

結論を述べれば、「総合教育」の内容をリスク対応に特化できないものかということである。

たとえば、高校においてある曜日の 1 時間目が総合教育の時間であるとする。1 週目は英語

の教師が「海外旅行中に災害に遭遇したときに知っておくべき英単語と表現を教える」、2 週

目は日本史の教師が「日本の災害の歴史を古文書や歴史小説を題材に教える」、3 週目は数学

の教師が「現在の暗号がどのように作られているかを素因数分解の知識を前提に教える」、4

週目は「理科の教師が地震発生のメカニズムを教える」。5 週目は「美術の教師がヴェスビオ

ス火山の噴火によって一瞬に消えたポンペイの町に残された壁画について教える」････ 等な

どである。学校教育で教えられる内容を前提にして、それらをリスク対応に特化させて、オム

ニバス形式で教えるというのが「新しい総合教育」の肝である。

リスク対応に特化した「新しい総合学習」のメリットは以下の通りである。
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第一に、学校の正規科目に採り入れることによって、生徒・児童は継続的にリスクについて

学習する機会を与えられ、ひいてはこれが記憶の継承に貢献する。成績評価の対象になれば、

教師も学生も正面から取り組まざるをえない。

第二に、しばしば「学校で学んだことは世の中に出て役に立たない」とする俗説を是正する

ことができる。自らの命を守る学習が役に立たないわけがない。

第三に、「丸暗記は良くない」という俗説をある程度払拭できる。すべてのことが丸暗記で

済むことはないが、丸暗記しなければならないことはある。小学校低学年で学ぶ九九などはそ

の典型である。漢字もそうである。リスク対応教育を通じて、丸暗記こそが自らの命を守るこ

とがあることを知らしめることができる。

最後に、総合学習の目標が明確になる。現在の総合学習はすでに述べたように「自ら課題を

見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決する資質や能力を育てる」

とされているが、肝心の目標が明確ではない。有意義な人生を送るため、社会で活躍するため

と言っても、やはり茫漠としている。「新しい総合学習」の目標は「いざというときに自分の

命を守ること」である。これほど明確な学習の目標はありえない。

5．2．副作用の可能性

政策がある状況を改善するための積極的な活動、すなわち作為であるとするならば、作為過

誤が伴う。政策は不確実な環境のなかで作成され、実施されるからであり、「想定外」が起き

るのを避けることはほぼ不可能である*13。だが、提言を生
なりわい

業とする識者たちのなかには、作為

過誤に対して無頓着な者も多い。用心深く提案をしている研究者ですら、提案の結果、かえっ

て被害を大きくしたという例はある。良心の呵責に苦しんでいる研究者もいる。政策を提案す

る者は、作為過誤、日常的な用語を使えば副作用に自覚的でなければならない。

それでは「新しい総合学習」にはどのような副作用があるのだろうか。

総合学習をこれまで通り続けるが、その内容をリスク対応に特化させるとすることに、どの

ような副作用があるのか。常にリスクのことを考えて生活するのはストレスの元になるという

リスクはありうる。だが、横断歩道を渡るときに、まず右を見て次に左をみるという（事前の

リスク対応）行動をとるのに、大部分の人間は大きなストレスは感じていないのではないだろ

うか。要は慣れの問題である。しかし余談は許されない。具体的なカリキュラムを構想してい

くにつれ、浮かび上がってくる可能性があるからである。

「新しい総合学習」のカリキュラムを構想するために要するコストはどうか。たしかに一定

の時間（エネルギーと情熱を含む）と資金は必要である。だが、それがさほど大きなものとは

筆者には思えない。
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*1 田家康、2014『異常気象が変えた人類の歴史』20 頁、日本経済新聞出版社
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 その内容は大阪市港区のホームページに現代文に改められて掲載されている（閲覧日　2016 年 10 月 27
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*7 高嶋哲夫、2014『首都崩壊』、幻冬社、82 頁
*8 『産経新聞』2016（平成 28）年 7 月 3 日
*9 中村研一、2007「テロリズムの定義と行動様式」（日本比較政治学会編『テロは政治をいかに変えたか』

早稲田大学出版会
*10 さらに、「ある人にとってのテロリストは、別の人にとっては自由の戦士」というように、どうしても

価値観が入ってくることが一義的な定義を困難にさせている。そのためか、国連加盟国の多くは定義す
ることそのものを拒否している。みずから過去に行った行為がテロに認定されるのを忌避するためであ
る（フランソワ＝ベルナール・ユイグ、2013『テロリズムの歴史』（遠藤ゆかり訳）、創元社 103 頁）。

*11 寺脇研、2007『それでもゆとり教育は間違っていない』扶桑社
*12 ただし、これにはサンプリングのバイアスの可能性はある。筆者がこれらの質問を発したのはいわゆる

有名大学であり、合格に要する偏差値もきわめて高かった。いわば「詰め込み教育」「偏差値教育」の勝
利者たちであり、それを是正すべく導入されたゆとり教育とは対極に位置する学生たちであったからで
ある。

*13 手塚洋輔、2010『戦後行政の構造とディレンマ：予防接種行政の変遷』藤原書店

　なお本研究は科学研究費・挑戦的萌芽研究「リスク管理のプラットフォーム」（研究代表者　真渕勝）
の成果の一部である。
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